
初期値 目標値

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 毎年度

86.7% 85.5% 86.7% 86.6% 82.9% 81.4% 82%

- - - - -

初期値 目標値

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 28年度

9,270ha 7,605ha 9,270ha 9,497ha 9,917ha 10,353ha 14,700ha

- - - - -

初期値 目標値

年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 年度

①74件
（21年度）
②115施
設
（23年度）
③217人
（22年度）

①69件

②113施設

③217人

①46件

②115施設

③221人

①53件

②118施設

③232件

①51件

②121施
設

③219人

①集計中

②126施
設

③集計中

①80件
（27年度）
②140施設
（28年度）
③240人
（27年度）

- - - - -

初期値 目標値

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 毎年度

- 0.94 1.01 1.00 1.10 集計中
全国の増加

率比1.00以上

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

初期値 目標値

24年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 29年度

60% - - 60% 62% 63% 約90%

- - - - -

初期値 目標値

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 28年度

3件 - 3件 7件 8件 9件 11件

- - - - -

初期値 目標値

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 28年度

12.3倍 - 12.3倍 10.2倍 10.8倍 11.1倍 12.0倍

- - - - -

122　特定都市再生緊急整備
地域において、官民により設置
された協議会が作成した整備
計画の数

実績値
評価

Ａ
年度ごとの目標値

120　半島地域の観光入込客
数（増加率）と全国の観光入込
客数（増加率）の比

実績値
評価

Ａ

年度ごとの目標値

121　共助等による除雪体制が
整備された市町村の割合

実績値
評価

B
年度ごとの目標値

118　都市再生誘発量（基盤整
備等により、民間事業者等によ
る投資が可能となった面積の
合計）

実績値
評価

B
年度ごとの目標値

119　文化・学術・研究拠点の
整備の推進（①筑波研究学園
都市における国際会議開催
数、②関西文化学術研究都市
における立地施設数、③関西
文化学術研究都市における外
国人研究者数）

実績値

評価

①B
②B
③B

年度ごとの目標値

123　民間都市開発の誘発係
数（民都機構が係わった案件
の総事業費を当該案件の民都
機構支援額で除したもの）

実績値
評価

B
年度ごとの目標値

施策目標個票
（国土交通省26－㉕）

施策目標 都市再生・地域再生を推進する

施策目標の概要及び
達成すべき目標

都市・地域の魅力ある将来像を実現するため、都市の競争力・成長力を高めるとともに、地域の活性化を図るなど、都
市再生・地域再生を推進する。

評価結果

目標達成度合いの
測定結果

　（各行政機関共通区分）

③相当程度進展あり

　（判断根拠）

経済社会情勢の変化等の影響により、今後も努力が必要である施策がある一方で、主
要な業績指標を中心に、施策の多くは目標達成に向け着実に進んでいることから、「③
相当程度進展あり」と判断する。

施策の分析
国際的な都市間競争の激化等に対応した活力ある都市の再生に向けた施策を実施す
るとともに、地域が抱える様々な課題を踏まえ、魅力ある地域の再生に向けた施策を実
施している。

次期目標等への
反映の方向性

国際的な都市間競争の激化等に対応した活力ある都市の再生に向けた施策を実施す
るとともに、地域が抱える様々な課題を踏まえ、魅力ある地域の再生に向けた施策を実
施している。目標達成に向け着実に進んでいるものと努力が必要と思われる施策が存
在していることから、施策のさらなる改善を含め、引き続き、都市の競争力・成長力を高
めるとともに、地域の活性化を図るため、都市の再生、地域の再生に向けた施策を推
進していく。

評価

B
年度ごとの目標値

業績指標

117　全国の地方圏における大
都市圏との間の転出者数に対
する転入者数の割合

実績値



初期値 目標値

24年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 30年度

80.5% - - 80.5% 94.1% 集計中 100%

- - - - -

初期値 目標値

25年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 30年度

40.5% 38.5% 39.3% 40.0% 40.5% 40.8% 44.0%

- - - - -

初期値 目標値

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 毎年度

前年度比
0.16%減

0.35%減 0.04%増 0.7%増 0.83%増 集計中
前年度比

0.2%増

0.2%増 0.2%増 0.2%増 0.2%増 0.2%増

初期値 目標値

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 28年度

79%
（63地区）

73%
（58地区）

79%
（63地区）

83%
（66地区）

83%
（66地区）

84%
（67地区）

100%
（80地区）

- - - - -

初期値 目標値

- 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 毎年度

- 約4% 約4% 約4% 約4% 約4%
前年度比
+0%以上

前年度比+0%以上 前年度比+0%以上 前年度比+0%以上 前年度比+0%以上 前年度比+0%以上

初期値 目標値

- 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 32年度

- - - - 4.5% 3.9% 10.0%

- - - - -

24年度 25年度 26年度 27年度

34,390 33,708 33,930 32,899

45,000 0 200 -

5,040 10,587 5,348 -

84,431 44,295 39,478 32,899

61,422 22,969

10,587 5,348

12,422 15,977

※上記のほか、社会資本整備総合交付金等（24年度：15,858億円、25年度：19,594億円、26年度：19,964億円、27年度：19,966億円）の内数、内
閣府に計上された地域自主戦略交付金（24年度：8,329億円）等の内数がある。

125　都市機能更新率（市街地
再開発事業等により４階建以
上の建築物へ更新された宅地
面積の割合）

実績値
評価

Ａ
年度ごとの目標値

126　中心市街地人口比率の
増加率

実績値
評価

Ａ

年度ごとの目標値

124　自動二輪車駐車場供用
台数

実績値
評価

Ａ
年度ごとの目標値

127　物流拠点の整備地区数

実績値
評価

Ａ
年度ごとの目標値

128　主要な拠点地域における
都市機能集積率

実績値
評価

Ａ

年度ごとの目標値

関連指標

関14　全労働者数に占める週
１日以上終日在宅で就業する
雇用型在宅型テレワーカー数
の割合

実績値
評価

年度ごとの目標値

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分 28年度要求額

予算の
状況

（百万円）

当初予算（a）

補正予算（b）

前年度繰越等（c）

合計（a＋b＋c）

執行額（百万円）

翌年度繰越額（百万円）

不用額（百万円）

学識経験を有する者の知
見の活用

国土交通省政策評価会（平成27年6月23日）
＜意見等＞
主要な業績指標が多すぎる。
＜対応方針＞
評価会からの指摘を踏まえ、社会資本整備重点計画のKPI指標の検討状況に鑑みて、主要な業績指標の選抜を行っ
た。

担当部局名

 担当局：都市局

 関係局：国土政策局
              住宅局
              港湾局

作成責任者名

担当課：
都市局都市政策課
（課長　井崎　信也）

関係課：
国土政策局地方振興
課（課長　織田村　達）
住宅局市街地建築課
（課長　香山 幹）
市街地建築課市街地
住宅整備室　（室長　長
谷川　貴彦）
港湾局産業港湾課産
業連携企画室（室長
西村　拓）

政策評価実施時期 平成27年8月



 
業績指標１１７ 

 全国の地方圏における大都市圏との間の転出者数に対する転入者数の割合 

 

 

（指標の定義） 

全国の大都市圏から地方圏への転入者数を地方圏から大都市圏への転出者数で除した数値 

（大都市圏から地方圏への転入者数）／（地方圏から大都市圏への転出者数） 

※大都市圏・・・三大都市圏（東京圏、名古屋圏、関西圏） 

  地方圏・・・・・三大都市圏以外の地域 

 （東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県   名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 

  関西圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県） 

（目標設定の考え方・根拠） 

過去７年間（平成１８年度～平成２４年度の間）の実績は８．７ポイント増加となっているが、それまでの４年間

は減少傾向であり、短期変動の可能性があるので、過去１０年間（平成１３年度～平成２３年度）の平均値である８

１．９％を近年の平均的な傾向ととらえることとする。その上で、ＵＩＪターンや二地域居住の地方定住を支援する

施策として、地域活性化及び地域振興を図り、積極的な環境構築を行っていく中で地方圏への転入者の比率を維持さ

せていく。そのため、平成２８年度では過去１０年間の平均値である８２％を下回らないことを目標とする。 

（外部要因） 

・景気の動向（都市部と地方部との景気格差拡大） 

・総人口の減少 

（他の関係主体） 

 地方公共団体 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度） （％）
Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

８１．１ ７７．９ ７４．８ ７４．７ ８１．９ ８５．５ ８６．７ ８６．６ ８２．９ ８１．４

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評 価 

 

Ｂ 

 

目標値：８２．０％（毎年度） 

実績値：８２．９％（平成２５年度） 

    ８１．４％（平成２６年度） 

初期値：８６．７％（平成２３年度） 



事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

人口減少や高齢化が先行・加速する地方の条件不利地域（過疎、山村、半島、離島、豪雪の各地域）において、

必要となる既存の公共施設を活用した施設改修等に所要の補助を行う。 

 予算額３１０百万円（平成２６年度） 予算額２９０百万円（平成２５年度） 

関連する事務事業等の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２６年度の実績値は、前年度比で１．５ポイント減少し８１．４％と目標数値を若干下回ったが、過去の実

績値の推移でも見られたように短期変動等の可能性がある。 

（事務事業等の実施状況） 

・人口減少や高齢化が先行・加速する条件不利地域（過疎、山村、半島、離島、豪雪地域）において、市町村の創

意工夫により所有する廃校舎等の既存公共施設（ストック）を活用した、公益サービスの集約化施設への改修整

備を支援した。 

・市町村が行う地方体験交流プログラム等に係る情報について国土交通省ＨＰに掲載するとともに、都市部の大学

等に対して当該情報をまとめた冊子を送付するなどの情報提供を行った。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・平成２６年度の実績値は、前年度比で１．５ポイントの減となっており、目標を達成できなかったことからＢ評

価とした。過去の実績値の推移でも見 

られたように短期変動の可能性もあるが、直近５カ年における地方圏から三大都市圏への転出者数と、三大都

市圏から地方圏への転入者数（実数）を整理すると、後出の表のとおりとなっている。これを見ると、地方圏

から三大都市圏への転出者数はほぼ横ばいとなっている一方、三大都市圏から地方圏への転入者数は、ここ２

年は若干減少している状況にある。 

・現在、各省が連携し、地方移住等を含む地方創生に資する関連施策を積極的かつ多角的に推進しているところで

あり、今後、これらの施策効果を顕在化させ、三大都市圏から地方圏への転入者の増加につなげることが必要と

考えられる。 

・こうした状況を踏まえ、平成２７年度以降、指標の動向に注視しつつ、関連施策の効果を判断し施策の改善に反

映させていく。 

 

【参考】直近５カ年における地方圏から三大都市圏への転出者数と、三大都市圏から地方圏への転入者数 

          地方圏から三大都市圏への転出者数 三大都市圏から地方圏への転入者数 

平成２６年 ５２０，２２８ ４２３，３４５ 

平成２５年 ５２５，６５８ ４３５，８７２ 

平成２４年 ５２０，４１１ ４５０，６５８ 

平成２３年 ５２７，４２３ ４５７，３４５ 

平成２２年 ５２６，４８０ ４５０，３４３ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

 なし 

（平成２８年度以降） 

転出入者の割合による業績指標の目標達成状況について総括し、新たな目標数値の設定の要否について検討する必

要がある。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：国土政策局地方振興課（課長 織田村 達） 

 



 
業績指標１１８ 

 都市再生誘発量（基盤整備等により、民間事業者等による投資が可能となった面積の合計） 

 

 

（指標の定義） 

我が国の都市構造を、豊かな都市再生や経済活動を実現できるレベルへと再構築し、健全で活力ある市街地の整備

などを通じて都市再生が誘発された量。都市再生総合整備事業や都市再生区画整理事業といった基盤整備等により、

民間事業者等による都市再生に係る投資が可能となった面積の合計を計上。 

（目標設定の考え方・根拠） 

民間投資を誘発する市街地整備などのこれまでの実績や今後の事業計画等をもとに算出。 

（外部要因） 

なし 

（他の関係主体） 

 地方公共団体、都市再生機構等（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値                                                   （年度）

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 H26 

3,682ha 3,878ha 5,401ha 6,716ha 6,964ha 7,605ha 9,270ha 9,497ha 9,917ha 10,353ha
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評 価 

 

Ｂ 

 

目標値：１４，７００ ｈａ（平成２８年度） 

実績値： ９，９１７ ｈａ（平成２５年度） 

    １０，３５３ ｈａ（平成２６年度） 

初期値： ９，２７０ ｈａ（平成２３年度） 



事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

○都市再生総合整備事業の推進 

 大都市圏等の臨海部や既成市街地を中心に発生している大規模工場跡地等低未利用地において、都市再生を促す

トリガー（引き金）となる地区への都市基盤施設等の集中的な整備を実施するとともに、都市拠点の形成に資す

る民間都市開発事業等を促進することにより、円滑な土地利用転換を公民協働で推進する。 

  予算額：社会資本整備総合交付金９０３１億円（平成２５年度）、９１２４億円（平成２６年度）の内数。 

○都市再生区画整理事業の推進 

 防災上危険な密集市街地及び空洞化が進展する中心市街地等の都市基盤が不十分で整備の必要な既成市街地等

において、都市基盤の整備と併せて街区の再編を行い、もって土地の有効利用を促進するとともに、安全・安心

で快適に暮らすことができ、活力ある経済活動の基盤となる市街地への再生・再構築を図る。 

  予算額：社会資本整備総合交付金９０３１億円（平成２５年度）、９１２４億円（平成２６年度）の内数。こ

の他、都市再生機構向けに都市再生区画整理事業０.８４億円（平成２５年度）がある。（平成２６年度につい

てはゼロ。） 

○都市再生機構によるコーディネート業務等（都市再生コーディネート等推進事業） 

 都市再生分野における民間の新たな事業機会を創出し、民間の潜在力を最大限に引き出すため、都市再生に民間

を誘導するための条件整備として、独立行政法人都市再生機構がコーディネート業務等を実施する。 

  予算額：１０．５７億円（平成２５年度）、９．５１億円（平成２６年度） 

○税制上の特例措置 

 ①特定住宅地造成事業等に係る土地等の譲渡所得に係る１，５００万円特別控除制度（所得税、法人税、個人住

民税、法人住民税、事業税） 

  ・特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の特例措置 

 ②優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例措置（所得税、法人税、個人

住民税、法人住民税、事業税） 

  ・優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の軽減税率 

  ・仮換地指定後３年以内に、一定の住宅建設を行う個人又は法人に対して土地等を譲渡した場合の軽減税率 

関連する事務事業等の概要 

なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２５年度の実績値は９，９１７ｈａ（単年度の増加量：約４２０ｈａ）、平成２６年度の実績値は１０，３

５３ｈａ（単年度の増加量：約４３６ｈａ）、で、平成２８年度目標値に対してのトレンド（平成２５年度：約

１１，４４２ｈａ、平成２６年度：１２，５２８ｈａ）を下回っている。 

（事務事業等の実施状況） 

都市再生総合整備事業や都市再生区画整理事業により、都市再生の喫緊の課題である大規模工場跡地の基盤整備

や中心市街地等の基盤整備による街区再編等を通じて、民間事業者等の都市再生への投資を誘導している。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・実績値が目標値に対するトレンドを下回っており、目標達成に向けた成果を示していないことから、Ｂと評価し

た。これは、近年の地方公共団体における厳しい財政状況を起因として、事業完了の遅れや、貸付金需要の減少が

生じていることによるものと思われる。一方で、地方公共団体への調査によれば、目標年度までに一定の事業完了

が見込まれている。 

・今後も民間事業者等の都市再生への誘導のため、需要やニーズの把握に努め、基盤整備等を着実に進める。 

 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

なし 

（平成２８年度以降） 

  なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局まちづくり推進課（課長 横山 征成） 

都市局市街地整備課（課長 英 直彦） 

        住宅局市街地建築課（課長 香山 幹） 

 



 
業績指標１１９ 

 文化・学術・研究拠点の整備の推進（①筑波研究学園都市における国際会議開催数、②関西文化学術研究都市にお

ける立地施設数、③関西文化学術研究都市における外国人研究者数） 

 

 

（指標の定義） 

①「筑波研究学園都市における国際会議開催数」： 

 つくば地区内の国際会議開催数。 

②「関西文化学術研究都市における立地施設数」： 

 関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における立地施設数。対象とする立地施設は、本都市が文化、学術

及び研究の中心となる都市の建設を目的としていることから、文化学術研究の向上に資するものとする。 

 ・ 研究施設（研究施設、技術開発施設） 

 ・ 大学（大学・短大） 

 ・ 文化施設（都市の文化の発展に寄与する施設） 

 ・ 交流施設（文化・学術・研究の発展等に係る交流または共同研究を推進するための施設） 

 ・ 宿泊研修施設（研修、保養、スポーツ・レクリエーション機能を有する施設） 

 ・ その他（基本方針または建設計画に掲げる施設等） 

③「関西文化学術研究都市における外国人研究者数」： 

関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における外国人研究者数。 

（目標設定の考え方・根拠） 

①「筑波研究学園都市における国際会議開催数」： 

 筑波研究学園都市は科学技術中枢拠点都市（サイエンス型国際コンベンション都市）を目標の一つとしており、

国際会議は、主に研究施設の集積、先進的な研究機能を有する場所で開催されるものであるため、従前よりその

開催数を目標としてきたものである。 

 筑波研究学園都市における国際会議開催数は、H17：60 件、H18：64 件、H19：82 件、H20：80 件、H21：74 件で

あり、5カ年平均の 72 件を上回る 80 件を目指すこととする。 

 直近の実績では、H25 年度に 51 件開催されているところ。H23 年度には、東日本大震災及び福島第一原子力発

電所事故による、国際会議の取り消し等が発生し、開催件数が 46 件と減少していたところであるが、今後につい

ては、近年の傾向を維持してゆくことが肝要であることから、引き続き開催数年間 80 件を目標値として設定する。

②「関西文化学術研究都市における立地施設数」： 

 本指標は、都市建設の進捗状況を評価しうるものであり、その数の増加は、我が国及び世界の文化等の発展に

資するものである。 

 関西学研都市における立地施設数の推移は、H19：8 施設、H20：8 施設，H21：3 施設、H22：3 施設、H23：4 施

設あり、年平均施設立地数は 5件となっていることから、H23 を初期値に 5年後である H28 までに年 5件ずつ増加

するものとして 140 施設を目指すこととする。 

③「関西文化学術研究都市における外国人研究者数」： 

 本指標は、世界各国の優秀な研究者の集まる魅力的な都市への成長度合いを評価するものであり、その数の増

加は新産業創出等、我が国及び世界の発展に寄与するものである。 

 関西学研都市の全研究者数の推移は、H19：6,350 人、H20：6,513 人、H21：6,565 人、H22：6,589 人であり、

この間の年平均増加率は 1％となっている。一方、外国人研究者については、H19：246 人、H20：212 人、H21：221

人、H22：217 人であり、この間の年平均増加率は▲4％である。今後、世界各国の優秀な研究者の集まる魅力的な

都市への成長を目指すため、少なくとも外国人研究者についても全研究者数と同様に増加してゆく必要があるこ

とから、H22 実績を初期値に 5年後である H27 までに年 1％ずつ増加するものとした推計値（227 人）を上回る 240

人を目指すこととする。 

（外部要因） 

②「関西文化学術研究都市における立地施設数」：景気の動向 

③「関西文化学術研究都市における外国人研究者数」：景気の動向 

（他の関係主体） 

 ①「筑波研究学園都市における国際会議開催数」： 

評 価 

 

 

① Ｂ 

 

② Ｂ 

 

③ Ｂ 

 

 

① 目標値：８０件（平成２７年度） 

実績値：５１件（平成２５年度） 

    集計中（平成２６年度） 

初期値： ７４件（平成２１年度） 

② 目標値：１４０施設（平成２８年度） 

実績値：１２１施設（平成２５年度） 

１２６施設（平成２６年度） 

初期値：１１５施設（平成２３年度） 

③ 目標値：２４０人（平成２７年度） 

実績値：２１９人（平成２５年度） 

    集計中（平成２６年度） 

初期値：２１７人（平成２２年度） 



   研究学園地区内の研究・教育施設 32 機関 

   （国立大学法人筑波大学、国土交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人国立環境研究所、 

   独立行政法人産業技術総合研究所、独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 等） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  ①②③なし 

 【閣議決定】 

①②③なし 

 【閣決（重点）】 

①②③なし 

 【その他】 

①②③なし 

 

 

 

過去の実績値（①筑波研究学園都市における国際会議開催数） （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

６９件 ４６件 ５３件 ５１件 集計中 

過去の実績値（②関西文化学術研究都市における立地施設数） （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

１１３施設 １１５施設 １１８施設 １２１施設 １２６施設 

過去の実績値（③関西文化学術研究都市における外国人研究者数） （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

２１７人 ２２１人 ２３２人 ２１９人 集計中 

 

 

    
 

 
 

事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

①筑波研究学園都市における国際会議開催数 

・筑波研究学園都市が国家的戦略である「科学技術創造立国」を実現し、今後の我が国の国際競争力を維持する上

で必要な最先端の科学技術の研究開発拠点として機能するためにも、研究学園地区建設計画で示されている「サ

イエンス型国際コンベンション都市」等の実現に資する情報収集等を実施。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数、③関西文化学術研究都市における外国人研究者数 

・税制：関西文化学術研究都市建設促進法に基づく関西文化学術研究都市の建設促進を図るための文化学術研究施

設の整備に係る課税の特例措置 

○法人税：特別償却 機械・装置：１２%、建物・附属設備：６% 

関連する事務事業等の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 



（指標の動向） 

①筑波研究学園都市における国際会議開催数 

平成２６度については現在集計中であるが、平成２５度の実績値は５１件であった。これは平成２４年度と比

較して減少している。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数 

平成２６年度の実績値は１２６施設で、平成２５年度と比較して増加しているものの、目標値には届いていな

い。 

③西文化学術研究都市における外国人研究者数 

平成２６年度については現在集計中であるが平成２５年度については２１９人で、平成２４年度と比較して

減少している。 

（事務事業等の実施状況） 

①波研究学園都市における国際会議開催数  

筑波研究学園都市については、「研究学園地区建設計画」で示されている「サイエンス型国際コンベンション

都市」等の実現に資する情報収集等を実施している。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数、③関西文化学術研究都市における外国人研究者数 

 西文化学術研究都市建設促進法に基づく文化学術研究施設・文化学術研究交流施設への税制特例措置 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

①筑波研究学園都市における国際会議開催数 

平成２６年度については現在集計中であるが、平成２５年度の実績値は５１件であり、平成２４年度と比較し

ても減少しており、目標達成に向けて進捗していないことからＢと評価した。平成２２年度までについては目標

達成に向け進捗していたが、福島第一原発事故が発生した平成２３年度は予定されていた国際会議の取り消し、

延期等があり減少した。その後も当該事故が原因で例年に比べ国際会議数が減少しているが、当該事故後の放射

性物質の安全性等を主張しているため、平成２３年度に比べ上昇している。今後も当該会場の安全性を主張して

いき、開催数を増加させる。 

②関西文化学術研究都市における立地施設数 

平成２６年度の実績値は１２６施設で、平成２５年度と比較して増加したものの、世界金融危機以降の景気悪

化、その後の円高進行等による企業の国内設備投資計画の凍結・見直しや投資意欲の減退等により、学研地区に

おける新規立地についても一時停滞していたたため、目標は達成できなかったことから、Ｂ評価とした。しかし

ながら、関西文化学術研究都市が次世代エネルギー実証実験の実施地域に選定されるなど、同都市において環境

分野での最先端の取り組みが進められているとともに、平成２７年５月にサントリーグループの研究・技術開発

施設の同都市への移転、及び平成２８年４月に京都大学大学院農学研究科附属農場の同都市への移転が予定され

ており、関連施設等の新規立地が期待されている。よって、経済情勢の悪化等の外部要因により一時的に立地施

設数は伸び悩んでいるものの、地域における様々な取り組みに加えて、これまでの施策を継続させることで、今

後着実に立地施設数は増加してゆくものと考えられる。 

③関西文化学術研究都市における外国人研究者数 

平成２６年度にうちては集計中であるが、平成２５年度の実績値は２１９人であり、平成２４年度と比較して

も減少しており、目標達成に向けて進捗していないことからＢと評価した。 

しかしながら、国、地方公共団体、経済団体等で構成されるサード・ステージ会議において、国際交流の促

進のための検討が進み諸外国のサイエンスパークとの交流が推進されるとともに、平成２７年５月にサントリ

ーグループの研究・技術開発施設の同都市への移転が予定されているなど、今後も着実な外国人研究者の増加

が見込まれる。 

 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

②③関西文化学術研究都市において、平成２７年度にサード・ステージ終了に伴い、新たなステージにおけるあり方

（ビジョン、戦略等）の検討 

（平成２８年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 都市局都市政策課 （課長 井崎 信也） 

 



 
業績指標１２０ 

 半島地域の観光入込客数（増加率）と全国の観光入込客数（増加率）の比 

 

 

（指標の定義） 

半島地域の道府県が集計した観光入込客数の合計値とし、その合計値の増加率が、全国の観光入込客数の増加率以

上となることを目指す。（平成２２年度を基準とする）。 

（注）観光入込客数：観光地及び行祭事・イベントに地域外から訪れた人の数 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

半島地域においては、人口の減少・高齢化が進行するなかで、地域間交流を活発化させることにより地域の自立的

発展を目指し、半島振興法に基づく半島循環道路等の交通施設整備、地域の内発的発展を促進するための税制措置、

地域資源の活用や地域間連携等の取組の支援施策を実施している。 

このため、地域間交流の活発化（交流人口の拡大）の程度を示す指標として、観光入込客数の増大（少なくとも全

国水準以上の伸び）を目標とする。 

なお、地域間交流の促進は半島振興法上の半島振興計画記載事項に掲げられている。 

 

（外部要因） 

気象変動、災害、景気変動、観光ニーズの変化、集計方法の変更 

（他の関係主体） 

 半島振興対策実施地域指定を受けた２２道府県 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

０．９４ １．０１ １．００ １．１０ 集計中 

 

評 価 

 

Ａ 

目標値：全国の増加率比１．００以上（毎年度） 

実績値：１．１０（平成２５年度) 

    集計中 （平成２６年度） 

初期値：  －   



 

 

事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

【予算事業】 

○半島地域振興対策事業経費等 

担い手育成に向けた農林水産資源等の地域資源を活用した内発的な地域づくりや半島間連携に向けた取組に係

る実証調査を行い、有効な支援方策を検討する。検討を通じて得られた知見を集約し地域への普及を図ることによ

り、半島地域の自立的な発展を推進する。 

予算額：３６，４０５千円（平成２６年度） 予算額：３９，６４５千円（平成２５年度） 

【税制上の特例措置】 

○半島振興対策実施地域における工業用機械等の割増償却（所得税・法人税） 

半島振興対策実施地域として指定された地区内の市町村の長が策定する産業の振興に関する計画（一定の基準を

満たすものに限る。）に係る地区として関係大臣が指定する地区において、青色申告書を提出する個人又は法人若

しくは連結法人が、機械・装置、建物・附属設備、構築物に係る取得等をして製造業、農林水産物等販売業、旅館

業及び情報サービス業等の用に供した場合、供用日以降５年間、機械・装置につき普通償却限度額の 32/100、建物・

附属設備、構築物につき普通償却限度額の 48/100 の割増償却を認める。 

関連する事務事業等の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２５年度の半島地域の観光入込客数の比率は、対平成２２年度比で１２３．１％、全国は対平成２２年度

比で１１２．３％であり、全国値と比較した半島地域の変動比は１．１０となった（ただし、一部集計中等のた

め、半島地域、全国値ともに、当室において推計値を使用している）。 

平成２６年度の実績値については現在集計中であり、目標の達成状況については判断できない。 

（事務事業等の実施状況） 

平成２５年度は、半島地域振興対策事業経費等において、８地域において、半島地域の担い手育成、半島間

の連携の活動のためのワークショップの開催や専門家によるアドバイス等支援を行ったほか、半島地域の社会

経済情勢等に係る基礎調査を実施した。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・ 平成２２年度と比較して、平成２５年度の観光入込客数が全国で増加している状況の中、半島地域では対全

国値を超える増加率を示した事から目標を達成したと判断してＡと評価した。なお平成２６年度の実績値につ

いては集計中である。 

・ なお、今後、目標を継続的に達成するためには、農林水産物等の地域資源を活用した６次産業化や半島地方

の多様な食や自然景観を活用した観光に注目が集まっていることを踏まえ、国内外からの観光人口の増大を含

めた交流人口の拡大に資する取組に重点を置きつつ、引き続き支援する必要がある。 

 

 

 

 



 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

 ・半島振興法は平成２７年３月３１日が法期限とされていたが、半島地域の実情を踏まえ、議員立法により法の期

限が１０年間延長されるとともに、目的規定の改定、計画事項の拡充、配慮規定の追加、多様な主体の連携及び協

力により実施される事業に対する助成等の措置を講ずる旨の規定の新設等が行われた。 

  この趣旨を踏まえ、平成２７年度から「半島振興広域連携促進事業」を創設し、地域間交流の促進や産業の振興

を通じた、地域への定住の促進を図っていくこととしている。 

（平成２８年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：国土政策局地方振興課半島振興室（室長 中島 壮一） 

 



 
業績指標１２１ 

 共助等による除雪体制が整備された市町村の割合 

 

 

（指標の定義） 

特別豪雪地帯に指定されている市町村（２０１市町村）のうち、共助等による除雪体制が整備された市町村の割合

（共助等による除雪体制が整備された特別豪雪地帯に指定されている市町村数／特別豪雪地帯に指定されている市

町村数）。 

共助等による除雪体制とは、雪処理について支援を要する高齢者世帯等（以下、「要支援世帯」という）に対し、

平時から共助等による雪処理を支援することができる体制とする。 

体制整備の要件は以下のいずれかを実施できる体制とする。 

・「地域コミュニティによる共助除雪」により要支援世帯を支援する体制が整備されている 

・「地域内外の担い手（ボランティア等）による除雪」により要支援世帯を支援する体制が整備されている 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

高齢化、過疎化が進行している豪雪地帯においては、毎年、高齢者を中心に雪処理作業中の事故が多発している状

況である。今後更に雪処理の担い手が不足すると予測される中で、除雪を円滑に実施して豪雪地帯の住民が安全に安

心して暮らすことのできる地域社会の実現を図るため、地域コミュニティの形成や、地域内外のボランティア等によ

る地域防災力の向上が求められている。 

このような状況に鑑み、平成２４年３月に豪雪地帯対策特別措置法が改正、同年１２月に豪雪地帯対策基本計画が

変更され、「除排雪の体制の整備（雪処理の担い手の確保）」に係る規定が追加された。 

特に、高齢化・過疎化が著しく、雪処理の担い手が不足している特別豪雪地帯の市町村において、平成２９年度を

目途に、全２０１市町村の約９０％となる１８０市町村で共助等による除雪体制の整備を促進する。 

 

（外部要因） 

過疎、高齢化、気象変動 

 

（他の関係主体） 

・関係省庁（内閣府、警察庁、消防庁、総務省、農林水産省等） 

・豪雪地帯の指定を受けた市町村を含む２４道府県及び特別豪雪地帯の指定を受けた２０１市町村 

・自治会 等 

 

（重要政策） 

【施政方針】 

  なし 

【閣議決定】 

  豪雪地帯対策基本計画（平成２４年１２月７日） 

  国が策定する豪雪地帯における雪害の防除その他積雪により劣っている産業等の基礎条件の改善に関する施策 

の基本となる計画 

【閣決（重点）】 

  なし 

【その他】 

  豪雪地帯対策特別措置法（平成２４年３月３１日改正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評 価 

 

Ｂ 

 

目標値： 約９０％（平成２９年度） 

実績値：  ６２％（平成２５年度） 

      ６３％（平成２６年度） 

初期値：  ６０％（平成２４年度） 



過去の実績値 （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

－ － ６０％ ６２％ ６３％ 

 

 

 

 
※豪雪地帯における６５才以上の屋根の雪下ろし等、除雪作業中の死者数 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

６９人 ６４人 ５８人 ４４人 ４６人 

 

 

 

事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

・豪雪地帯に係る調査・検討 

 豪雪地帯の現状・課題を把握し、豪雪対策に関する行政ニーズの変化に対応するとともに、地域コミュニティの

形成により防災力向上を図り、安全・安心な雪国の形成の視点等により、豪雪地帯対策に関する調査・検討を行う。

予算額：３５百万円（平成２６年度） 予算額：３５百万円（平成２５年度） 

 

関連する事務事業等の概要 

該当なし 

H22 H23 H24 H25 H26

豪雪地帯の

冬期間累計降雪量（㎝）
488 529 478 439 520

死者数（人） 69 64 58 44 46
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共助等による除雪体制が整備された市町村の割合



 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

実績値は、平成２４年度から微増であるため、順調でないと判断した。 

（事務事業等の実施状況） 

・雪害による被災者の事故原因分析、自治体に係る降積雪状況・防除雪施設状況等の基礎的なデータの収集・分析

を実施。また、H24.3 の法改正時、H24.12 の基本計画変更時において追加規定となった雪処理の担い手確保や雪冷

熱エネルギー活用等の分析・検討を行った。 

・豪雪地帯における雪処理の担い手の確保・育成を通じて、共助等による効率的・効果的な地域除排雪体制の整備

を推進するため、先導的で実効性のある地域の実情に即した克雪体制整備の取組を支援。「新たな地域除排雪の地

取組事例」「住民除雪・除雪交流の取組事例」「除雪ボランティア活動関連文書事例集」を作成し、ＨＰで公開、地

方自治体等に周知を実施。 

 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・実績値は、平成２４年度に初期値を設定してから微増であり、目標値は平成２９年度までであるものの、体制整

備が鈍化していることから、現時点における評価は「Ｂ」とした。 

・一方で、近年の雪害による被害の特徴として、屋根の雪下ろし等除雪作業中の事故が大半を占め、このうち６５

才以上の高齢者の占める割合が 7割以上を占めていることから、豪雪地帯対策基本計画の中でも位置づけられてい

る地域における除排雪体制の整備を促進し、雪処理の担い手を確保することが重要である。また、地域の実情に即

した地域除排雪づくりに向けた取組への支援を通じ、豪雪地帯における除雪ボランティア等による地域除雪や、ボ

ランティアと地域を繋ぐコーディネーターの養成等、各地で克雪体制整備の取組の機運が見られ、今後も増加傾向

になると推測されることから、引き続き現在の施策を維持することが妥当であると考えられる。 

・なお、特別豪雪地帯における共助等による除雪体制の整備率が６３％である一方、公助による除雪体制の整備率

は７５％と高いため（参考：豪雪地帯における公助体制整備率５３％、共助等体制整備率５５％）、今後、ヒアリ

ングやアンケート調査等を通じて、特別豪雪地帯の高齢化率や生活環境、地域特性、冬期の自治会等の仕組み等、

公助、共助体制の実情や自治体の考え方を把握し、要因分析を行った上で、これら実態を踏まえて、目標達成に向

けた必要な施策の改善についても検討することとする。 

 

※ 施策の効果をアウトカムの観点からも確認するため、「豪雪地帯における６５才以上の屋根の雪下ろし等、除

雪作業中の死者数」についても評価を行った。 

・過去の動向から、死者数は降雪量に左右されることが判明しているが、直近５年間の当該死者数は、降雪量が全

体的に過去に比べ多い中、減少傾向が見られる。 

・一方、平成２６年度は当該死者数が増加しているが、雪の降り出し時期が１２月第１週目と例年より早かったた

めと考えられる。 

・引き続き、「共助等による除雪体制が整備された市町村の割合」と併せて、「豪雪地帯における６５才以上の屋根

の雪下ろし等、除雪作業中の死者数」についても評価を行っていくこととする。 

 

 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

なし 

（平成２８年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 国土政策局地方振興課（課長 織田村 達） 

 



  
業績指標１２２ 

 特定都市再生緊急整備地域において、官民により設置された協議会が作成した整備計画の数 

 

 

（指標の定義） 

都市再生特別措置法１９条の２に基づき、特定都市再生緊急整備地域において、官民により設置された協議会が作

成した整備計画の数 

（目標設定の考え方・根拠） 

平成２３年４月に都市再生特別措置法を改正し、都市の国際競争力の強化を図る「特定都市再生緊急整備地域」制

度を創設し、平成２４年１月には、特定都市再生緊急整備地域として全国１１箇所が指定された。この特定都市再生

緊急整備地域において官民連携により整備計画を策定し、これに基づいて国際競争力の強化に資する都市開発プロジ

ェクト推進及びインフラ整備等を推進することが、都市の国際競争力の強化を図る上で重要であるため、平成２８年

度までに現在指定されている１１箇所の特定都市再生緊急整備地域の全てで整備計画が策定されることを目標とし

て設定する 

（外部要因） 

なし 

（他の関係主体） 

 内閣官房、地方公共団体、地域内において都市開発事業を施行する民間事業者、地域内において公共公益施設の整

備若しくは管理を行う者等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

なし 

 【閣決（重点）】 

社会資本整備重点計画（平成２４年８月３１日）第３章に記載あり 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

３件 ７件 ８件 ９件 

 

 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：１１件（平成２８年度） 

実績値： ８件（平成２５年度） 

     ９件（平成２６年度） 

初期値： ３件（平成２３年度） 



 

事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

内閣官房、地方公共団体、地域内において都市開発事業を施行する民間事業者、地域内において公共公益施設の

整備若しくは管理を行う者等と協力しながら、地域整備方針に基づき、都市の国際競争力の強化を図るために必要

な都市開発事業及びその施行に関連して必要となる公共公益施設の整備等に関する計画の作成を行う。 

関連する事務事業等の概要 

国際競争拠点都市整備事業により、国際的な経済活動の拠点を形成する上で必要となる都市拠点インフラの整備

を推進する。（平成２５年度：６２億円、平成２６年度：６５億円） 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２５年度には大阪駅周辺地域、平成２６年度には大阪コスモスクエア駅周辺地域で整備計画を作成してお

り、目標達成に向け順調に推移している。 

（事務事業等の実施状況） 

整備計画が作成されていない地域においても、協議会を開催し整備計画を検討するよう、関係者と調整を行って

いる。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業績指標の実績値は目標達成に向け順調に推移していると見込まれることから、現在の施策を着実に推進するこ

ととし、Ａと評価した。今後も着実に官民連携を推進し、都市の国際競争力の強化を図っていく。 
 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

なし 

（平成２８年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局まちづくり推進課官民連携推進室（室長 中村 健一） 

関係課：都市局市街地整備課（課長 英 直彦） 

 



 
業績指標１２３ 

 民間都市開発の誘発係数（民都機構が係わった案件の総事業費を当該案件の民都機構支援額で除したもの） 

 

 

（指標の定義） 

（一財）民間都市開発推進機構（以下「民都機構」という。）が係わることにより、優良な都市開発が誘発された

過去５年間の平均の倍率。 

分母を民都機構が係わった案件の民都機構支援額とし、分子を当該案件の総事業費とする。 

（目標設定の考え方・根拠） 

本業績指標について、平成２３年度までの支援実績及び平成２４年度予算を元に算出した平成２４年度実施業務に

おける見込値が約１２倍であり、今後もこの水準を維持することを目標とする。 

（外部要因） 

民間事業者等の都市開発事業に対する取組状況、経済状況、金利環境 

（他の関係主体） 

 民都機構 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値                       （年度）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

 

（14.4 倍） 

 

（6.1 倍） 

 

（6.8 倍） 

 

（22.8 倍）

12.3 倍 

（11.6 倍）

10.2 倍 

（3.8 倍）

10.8 倍 

（9.0 倍） 

11.1 倍 

（8.1 倍）

※下段括弧内は当該年度の単年度実績値 
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（倍） 民間都市開発の誘発係数

 
 
 

評 価 

 

Ｂ 

 

目標値：１２．０倍（平成２４～２８年度の平均） 

実績値：１１．１倍（平成２２～２６年度の平均） 

１０．８倍（平成２１～２５年度の平均） 

初期値：１２．３倍（平成１９～２３年度の平均） 



事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

○民都機構の行う各業務の推進 

・メザニン支援業務  

都市再生特別措置法に基づく認定を受けた都市開発事業のうち公共施設等の整備に要する費用について、貸

付け又は社債取得によりミドルリスク資金を供給し、事業の着実な推進を図る。 

    政府保証枠：５００億円（平成２５年度）、５２０億円（平成２６年度） 

・まち再生出資業務 

都市再生特別措置法に基づく認定を受け、市町村が作成する都市再生整備計画に基づく事業と一体的に公共施

設等の整備を行う都市開発事業等について、出資により公共施設等の整備に要する費用を支援し、事業の着実

な推進を図る。 

・共同型都市再構築業務 

  地域の生活に必要な都市機能（教育文化、医療、社会福祉、子育て支援、商業等）の増進や都市の環境・防災

性能の向上に資する、公共施設等の整備を行う都市開発事業等について、共同施行方式で支援する。 

   予算額：５０億円（平成２５年度）、５５億円（平成２６年度） 

・住民参加型まちづくりファンド支援業務 

地域の資金を地縁により調達し、これを景観形成・観光振興等のまちづくりに誘導するため、「まちづくりフ

ァンド」に対して支援を行う。 

    予算額：２億円（平成２５年度）、２億円（平成２６年度） 

関連する事務事業等の概要 

なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

金融環境の緩和等により、平成２６年度において誘発係数は８．１倍となり、前年度に比べて減少した。 

なお、平成２２年度から平成２６年度までの平均では１１．１倍となり、目標値を下回っている。 

（事務事業等の実施状況） 

民都機構において、当機構の業務である各業務（融資等を行うメザニン支援業務、出資を行うまち再生出資業務、

共同施行方式で支援する共同型都市再構築業務、補助を行う住民参加型まちづくりファンド支援業務）において、

融資、出資等を行うことにより、民間資金の呼び水となることで、民間事業者が行う都市開発事業の推進を図っ

ている。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

金融環境の緩和等により、平成２６年度において誘発係数は８．１倍となり、前年度に比べて減少し、平成２２

年度から平成２６年度までの平均でも１１．１倍となり、目標値を下回ったことから、Ｂと評価した。 

他方、事業規模等については個別の案件毎で額の幅が大きいため、直近の単年度の数値が低くても、複数年でみ

ると目標の達成は可能と考えられ、今後、外部要因である経済環境を含めた都市開発市場の動向等を踏まえながら、

見直し等を行った民都機構の業務を活用していくことにより、引き続き民間都市開発の推進を図り、目標値の達成

を目指し、取組を進めていく。 

 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

  共同型都市再構築業務について、都市開発市場の動向を踏まえ、特別目的会社（ＳＰＣ）への支援ニーズ及び土地

取得段階での支援ニーズに対応する拡充を行った。 

 住民参加型まちづくりファンド支援業務について、まちづくりにおける新たな資金調達手段であるクラウドファン

ディングに対応するための拡充を行った。 

（平成２８年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局まちづくり推進課都市開発金融支援室（室長 光安 達也） 

港湾局産業港湾課産業連携企画室（室長 西村 拓） 

 



 
業績指標１２４ 

 自動二輪車駐車場供用台数 

 

 

（指標の定義） 

駐車場法に基づく自動二輪車駐車場の整備台数及び自転車等駐車場での自動二輪車受入台数を合わせた自動二輪

車駐車場供用台数とする。 

（目標設定の考え方・根拠） 

平成１８年度より駐車場法の対象に自動二輪車が追加されたが、自動車駐車場に比して整備が進んでいない自動二

輪車駐車場の整備を推進するため、駐車場法に基づく自動二輪車駐車場の整備台数及び自転車等駐車場における自動

二輪車の受入台数を合わせた自動二輪車駐車場供用台数について、平成３０年度末までに、自動車の駐車場整備比率

（注１）に対する自動二輪車の駐車場整備比率（注２）が同等（１００％；注３）となるように整備されることを目

標とし、目標値を設定。 

（注１） 自動車の駐車場整備比率 ＝ 整備済み自動車駐車場台数／自動車保有台数 

（注２）自動二輪車の駐車場整備化率＝自動二輪車駐車場供用台数／自動二輪車保有台数 

（注３） 業績目標値の算出方法 ・・・ 目標値＝ 自動二輪車の駐車場整備比率／自動車の駐車場整備比率 

（外部要因） 

該当なし 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体）、民間事業者（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

－ － ８０．５ ９４．１ 集計中 
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（％） 駐車場法に基づく自動二輪車駐車場供用台数

 
 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：１００％ （平成３０年度） 

実績値：９４．１％（平成２５年度） 

    集計中  （平成２６年度） 

初期値：８０．５％（平成２４年度） 



事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

○駐車場法に基づく駐車場整備の推進 

各地方公共団体における附置義務条例の策定等を促進することにより、駐車場法に基づく駐車場整備の推進を図

る。 

○既存駐車場や自転車等駐車場への自動二輪車への受け入れ 

既存の駐車場への自動二輪車の受け入れを推進するため、地方公共団体を対象とした担当者会議や駐車場管理者等

を対象とした講習会等において周知徹底する。また、各地方公共団体へ既存の自転車等駐車場への自動二輪車の受

け入れ推進について通知（Ｈ２２．４．２０付け及びＨ２３．５．１２付け）。 

関連する事務事業等の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２５年度については９４．１％（前年度比１３．６％増加）となっており、目標に向けて順調に推移してい

る。 

（事務事業等の実施状況） 

平成２６年度においても、引き続き既存駐車場や自転車等駐車場への自動二輪車の受け入れを推進しており、地

方公共団体を対象とした担当者会議等において周知徹底を図った。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・業績指標は、平成２５年度については前年度比１３．６％増加となっており、目標達成に向けて順調に推移

しているためＡと評価した。 

・引き続き、地方公共団体や駐車場関係者に対し、自動二輪車の受け入れの周知に努める。 

 

※施策の効果をアウトカムの観点からも確認するため、「自動二輪車の駐車違反取締件数（放置車両確認標章取

付件数）」についても評価を行った。 

・実績値は、平成２５年中については９１,２４７件、平成２６年中については７７,４７３件となっており、

減少傾向となっている。 

・引き続き、「自動二輪車駐車場供用台数」と併せて、「自動二輪車の駐車違反取締件数（放置車両確認標章取 

付件数）」についても評価を行っていくこととする。 

 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

 なし 

（平成２８年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 都市局街路交通施設課（課長 神田 昌幸）  

 



 
業績指標１２５ 

都市機能更新率（市街地再開発事業等により４階建以上の建築物へ更新された宅地面積の割合） 

 

 

（指標の定義） 

特に一体的かつ総合的に再開発を促進すべき地区（都市再開発方針に位置付けられたいわゆる２号地区及び２項

地区等の区域）における宅地面積のうち４階建て以上の建築物の宅地面積の割合。従前の市街地が一般に木造２階

建て又は空閑地であることを踏まえ、再開発の目的である土地の高度利用と建築物の耐震化等による市街地の防災

性向上の状況を表す指標として、４階建て以上の建築物等への更新割合を測定する。 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

特に一体的かつ総合的に再開発を促進すべき地区の再開発が、今後も着実に推進されるものとして、これまでの

実施状況を踏まえ５年後の目標値を設定。 

 

（外部要因） 

当該地区に対する任意の民間建築投資量の動向等 

 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（都市計画決定、事業主体、民間事業者への補助金交付等） 

 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし  

 【閣議決定】 

   ・「日本再興戦略」改訂 2014（平成 26 年 6月 24 日）都市の競争力の向上を図るため、都市再生や都市防災等にお

ける課題を解消し、外国企業や来訪者を呼び込むための環境整備を行う。（第二、一.５．（３）ⅳ）①都市の競

争力の向上） 

  ・経済財政運営と改革の基本方針 2014（平成 26 年 6 月 24 日）コンパクトシティ、スマートシティ等の形成に向

けて、民間の資金やノウハウを活かし、都市機能の集約を含めた都市再生（中略）等の持続可能な地域づくり

を推進する。（第２章３．（３）（都市再生等）） 

 【閣決（重点）】 

なし 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

38.5% 39.3% 40.0% 40.5% 40.8% 

 

 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：４４．０％ （平成３０年度） 

実績値：４０．８％ （平成２６年度） 

初期値：４０．５％ （平成２５年度） 



 

事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

○ 市街地の再開発の推進 

・市街地再開発事業の実施 

都市再開発法に基づき、市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る市街地再開発事業

を、補助、融資、債務保証、税制特例等により支援し、その推進を図っている。 

予算額（平成２５年度）：社会資本整備総合交付金０．９兆円の内数及び防災・安全交付金１．０兆円の内数 

   （平成２６年度）：社会資本整備総合交付金０．９兆円の内数及び防災・安全交付金１．１兆円の内数 

・市街地の再開発を支援する事業の推進 

市街地における任意の再開発のうち、一定の要件を満たすものについて優良建築物等整備事業等により支援する

とともに、再開発と一体的に周辺地域の整備を行う都市再生総合整備事業等により、市街地の面的な整備や拠点

の形成を図っている。（優良建築物等整備事業、都市再生総合整備事業等） 

予算額（平成２５年度）：社会資本整備総合交付金０．９兆円の内数及び防災・安全交付金１．０兆円の内数 

   （平成２６年度）：社会資本整備総合交付金０．９兆円の内数及び防災・安全交付金１．１兆円の内数 

・暮らし・にぎわい再生事業の実施 

中心市街地の再生を図るため、内閣総理大臣による中心市街地活性化基本計画の認定を受けた地区について、都

市機能のまちなか立地、空きビルの再生、多目的広場等の整備等を総合的に支援し、その推進を図っている。 

予算額（平成２５年度）：社会資本整備総合交付金０．９兆円の内数及び防災・安全交付金１．０兆円の内数 

   （平成２６年度）：社会資本整備総合交付金０．９兆円の内数及び防災・安全交付金１．１兆円の内数 

 

【税制上の特例措置】 

①施設建築物に対する割増償却制度（所得税・法人税） 

・市街地再開発事業により建築された施設建築物（権利床、再開発会社の取得する保留床及び住宅の用に供す

る部分を除く。）の取得者に対する割増償却（５年間10％）の特例措置 

②権利床に係る固定資産税の減額制度（固定資産税） 

・市街地再開発事業の施行により従前の権利者に対して与えられる一定の床面積の施設建築物（権利床）に係

る特例措置（住宅床２／３、非住宅床１／３（一種事業の場合１／４）を減額（新築後５年間）） 

③優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例（所得税・法人税・個人住民

税） 

・市街地再開発事業の用に供するために施行者に土地等を譲渡した場合の軽減税率 

・三大都市圏の既成市街地等内で行われる一定の要件を満たす特定の民間再開発事業（認定再開発事業を含む）

のために事業区域内の土地等を譲渡した場合の軽減税率 

・認定民間都市再生事業または認定都市再生整備事業の用に供するために認定事業者に土地等を譲渡した場合

の軽減税率 

④特定の事業用資産の買換え等の特例措置（所得税・法人税） 

・市街地再開発事業の資産を譲渡して施設建築物及びその敷地を取得した場合の事業用資産の買換特例等（繰

延割合80％） 

・市街化区域又は既成市街地等の地域内における特定建物の建築のための特定の事業用資産の買換特例等（繰

延割合80％） 

・特定民間再開発事業により資産を譲渡して中高層の耐火建築物等を取得した場合の居住用資産の買換特例等

（繰延割合100％） 

⑤都市再生促進税制（所得税・法人税・登録免許税・不動産取得税・固定資産税・都市計画税） 

・我が国の活力の源泉である都市について、都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上（=都市再生）を図る

ため、都市再生緊急整備地域における認定民間都市再生事業に係る特例措置 

関連する事務事業等の概要 

該当なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

・平成２５年度は４０．５％で、対前年度０．５ポイントの増加、平成２６年度は４０．８％で、対前年度０．３

ポイントの増加となっており、平成３０年度目標値の達成に向けて概ね順調に推移している。 

 

（事務事業等の実施状況） 

・市街地再開発事業は、これまでに約８４０地区で事業完了しているほか、約１５０地区で事業中である（平成２

６年３月３１日時点）。生活に必要な都市機能等を集約し持続可能な都市構造への再編に資する魅力ある都市拠

点の形成や、防災上危険な密集市街地の解消を図るため、これらの課題を抱える地区について特に重点的に、市

街地再開発事業とその関連制度により、市街地の再開発を推進している。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・業績指標は目標値の達成に向けて順調に推移しており、Ａと評価した。引き続き、市街地再開発事業等による既

成市街地の更新について、より一層の推進に努める。特に、コンパクトシティの形成や都市の競争力の向上に資

する重点的に再開発を進めるべき地区については、予算の重点配分や支援制度の整備・拡充等所要の施策を講じ



ることにより、早期の事業化、事業完了を目指す。 

 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

なし 

（平成２８年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局市街地整備課（課長 英 直彦） 

関係課：住宅局市街地建築課（課長 香山 幹） 

都市局まちづくり推進課（課長 横山 征成） 

 



 
業績指標１２６ 

 中心市街地人口比率の増加率 

 

 

（指標の定義） 

市全域の人口に対する中心市街地（商店街と主要駅、市役所等への徒歩アクセスを考慮した街なみ居住を推進すべ

き地域※）人口の比率の増加率。 

※中心市街地活性化法に基づく基本計画区域に近似した区域。 

※中心市街地人口比率：市中心部の３Ｋｍ×３Ｋｍの区域に含まれる町丁目の人口／市域全体の人口 

中心市街地人口比率の増加率（（Ａ－Ｂ）／Ｂ） 

Ａ：当該年度の中心市街地人口比率 

Ｂ：前年度の中心市街地人口比率 

（目標設定の考え方・根拠） 

街なか居住推進施策等に取り組むことを前提として、中心市街地の衰退、人口の郊外流出による現在のトレンドを

踏まえ、歩いて暮らせるまちづくり（コンパクトシティ）の実現に向けてのメルクマールである、市全域人口に対す

る中心市街地人口の比率を着実に伸ばしていく必要があることから、前年度比０．２％増を目標とする。 

（外部要因） 

市町村合併による市全域の人口増、民間による投資動向（郊外の住宅地、大型商業施設への投資等） 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体）、民間事業者（事業主体） 等 

（重要政策） 

 【施政方針】 

なし 

 【閣議決定】 

・日本再興戦略（平成２５年６月１４日） 

一．日本産業再興プラン ５．立地競争力の更なる強化 ④都市の競争力の向上 

 【閣決（重点）】 

なし 

 【その他】 

なし 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

1.1％減 0.7％減 0.5％減 0.04％減 0.16％減 0.35％減 0.04％増 0.7%増 0.83%増 集計中 

 

 
事務事業の概要 

主な事務事業の概要 

○ 街なか居住再生ファンド 

 地方都市等の中心市街地活性化を図るため、小規模な遊休地等を核として行われる民間の多様な住宅等の整備

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：前年度比０．２％増  (毎年度） 

実績値：前年度比０．８３％増 (平成２５年度） 

    集計中        （平成２６年度） 

初期値：前年度比０．１６％減 (平成２１年度） 



事業に対して出資による支援を行う街なか居住再生ファンドを平成１７年度に創設し、都市の中心部への居住を

推進している。平成２０年度に、街なか居住再生ファンドの出資対象地区に、景観法に基づく景観計画が定めら

れた区域等を追加した。 

○ 地方都市等の中心市街地等における居住機能の回復に対する支援 

 中心市街地において一定の要件を満たす住宅整備に対し、街なか居住再生型住宅市街地総合整備事業による支

援を行い、街なか居住の推進を図っている。 

 予算額：住宅市街地総合整備事業（社会資本整備総合交付金９，０３１億円［当初予算］の内数（平成２５年

度）、社会資本整備総合交付金９，１２４億円［当初予算］の内数（平成２６年度）） 

○ 中心市街地共同住宅供給事業 

 中心市街地における優良な共同住宅の供給を支援し、街なか居住の推進を図るため、平成１８年度に優良建築

物等整備事業に中心市街地共同住宅供給タイプを追加している。 

 予算額：優良建築物等整備事業（社会資本整備総合交付金９，０３１億円［当初予算］の内数（平成２５年度）、

社会資本整備総合交付金９，１２４億円［当初予算］の内数（平成２６年度）） 

○ 中心市街地整備推進機構に係る税制特例（所得税・法人税・個人住民税・不動産取得税） 

 中心市街地において、都市機能の集積や優良な住宅の供給を促進するため、中心市街地整備推進機構の土地取

得に係る特例措置を講じる。 

関連する事務事業の概要 

○ 暮らし・にぎわい再生事業 

 中心市街地の再生を図るため、「選択と集中」の考え方に基づき、意欲のある地区を選定し、都市機能のまち

なか立地及び空きビルの再生並びにこれらに関連する賑わい空間施設整備や計画作成・コーディネートに要する

費用について総合的に支援する事業を平成１８年度に創設している。 

予算額：暮らし・にぎわい再生事業（社会資本整備総合交付金９，０３１億円［当初予算］の内数及び防災・

安全交付金１．０４兆円の内数（平成２５年度）、社会資本整備総合交付金９，１２４億円［当初予算］の内

数及び防災・安全交付金１．０８兆円の内数（平成２６年度）） 

○ 集約都市開発支援事業 

都市の低炭素化の促進に関する法律に規定する低炭素まちづくり計画区域内で実施される認定集約都市開発

事業（都市機能の集約を図るための拠点の形成に資する事業）及び同事業と関連して実施される事業を一体的

に支援する事業を平成２４年度に創設している。 

○ 集約都市形成支援事業 

   拡散した都市機能の集約に必要な都市機能の中心拠点への移転に際し、旧建物の除却処分や跡地の緑地化等を

支援する事業を平成２５年度に創設している。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

指標の動向については、平成２０年から平成２２年度までの実績値は降下傾向であったが、平成２３年度以降の

実績値については上昇に転じており、順調に進捗すれば、平成２６年度も目標値を達成することが見込まれる。な

お、平成２６年度の実績値の算定は、平成２７年１２月までに集計予定。 

（事務事業の実施状況） 

中心市街地の活性化を図るため、街なか居住再生ファンドを平成１７年度に創設したほか、街なか居住再生型住

宅市街地総合整備事業等の施策により街なか居住の推進を図っている。また、平成１８年度に暮らし・にぎわい再

生事業や中心市街地共同住宅供給事業を創設し、中心市街地活性化の取り組みに対する支援を行っている。このほ

か、平成２４年度より集約都市開発支援事業、平成２５年度より集約都市形成支援事業を創設し、支援を行ってい

る。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

平成２３年度以降の実績は好調に推移しており、平成２６年度における実績値は集計中であるが、平成２５年度

は目標を達成し、平成２６年度も目標を達成することが見込まれることから、Ａと評価した。引き続き、中心市街

地の活性化を総合的かつ一体的に推進すべく、支援制度の拡充、税制特例措置といった各種施策を講じていくこと

とする。 

 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

なし 

（平成２８年度以降） 

なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：住宅局市街地建築課（課長 香山 幹） 

関係課：都市局まちづくり推進課（課長 横山 征成） 

都市局市街地整備課（課長 英 直彦） 

住宅局市街地建築課市街地住宅整備室（室長 長谷川 貴彦） 

 



 
業績指標１２７ 

 物流拠点の整備地区数 

 

 

（指標の定義） 

流通業務市街地の整備に関する法律（昭和４１年法律第１１０号）による流通業務団地造成事業及び土地区画整理

事業により整備された物流拠点の地区数 

（目標設定の考え方・根拠） 

総合物流施策大綱（2009-2013）において掲げられた「今後推進すべき物流施策」の進捗状況を反映し、平成２８

年度までに実施予定の事業により見込まれる成果から設定 

（外部要因） 

地元との調整等 

（他の関係主体） 

 地方公共団体等（事業施行者） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

 なし 

 【閣議決定】 

物流施策大綱（2013－2017）（平成 25 年 6 月 25 日） 

 【閣決（重点）】 

 なし 

 【その他】 

 なし 

 

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

７３％ 

（５８地区） 

７９％ 

（６３地区） 

８３％ 

（６６地区） 

８３％ 

（６６地区） 

８４％ 

（６７地区） 

  

       
       

事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

○流通業務市街地の整備の推進 

流通業務市街地の整備に関する法律の適切な運用等に基づき、流通業務市街地の整備推進を図る。 

 

関連する事務事業等の概要 

○土地区画整理事業の活用 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：１００％（８０地区）（平成２８年度） 

実績値：８３％（６６地区）（平成２５年度） 

    ８４％（６７地区）（平成２６年度） 

初期値：７９％（６３地区）（平成２３年度） 



土地区画整理事業手法等の活用等により、ＩＣ周辺等における物流施設用地の整備推進を図る。 

〇税制上の特例措置 

①収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税特例(所得税・法人税) 

・流通業務団地造成事業により土地等が買い取られる場合の 5,000 万円特別控除又は代替資産取得の特例 

②被収用不動産等に代わる不動産の取得に係る不動産取得税の課税標準の特例(不動産取得税) 

・流通業務団地造成事業により土地が買い取られる場合の代替資産取得の課税標準の特例 

③ 流通業務地区内に設置される一定の施設に対する課税標準の特例（事業所税） 

・事業に係る事業所税の課税標準(1/2)の特例 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２６年度までの実績値は６７地区であり、前年度比で１件増加している。実績値が目標値に対するトレンド

を下回っているものの、今後、平成２７年度に９地区、平成２８年度に６地区の整備完了を予定しており、 

目標年度である平成２８年度までに、整備完了地区数の目標値である８０地区を超える物流拠点の整備完了が予

定されており、目標値達成に向け、着実に推移していると見込まれる。 

（事務事業等の実施状況） 

流通業務立地等の円滑化を図るため、主として物流拠点の整備を行う地方公共団体から構成される流通業務市街

地整備連絡協議会等において、意見交換や普及促進等を行うとともに、社会資本整備総合交付金等の支援制度の

活用により物流用地の整備を推進するなど、物流拠点の整備に資する取組を実施している。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業務指標の実績値は目標達成に向け着実に推移していると見込まれ、現在の施策を着実に推進することが適切で

あることから、Ａと評価した。今後も、現在の施策を着実に推進していく。 

 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

 なし 

（平成２８年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局市街地整備課（課長 英 直彦）  

 



 
業績指標１２８ 

 主要な拠点地域における都市機能集積率の増減率 

 

 

（指標の定義） 

分母を人口１０万人以上の各都市の市域全体の延べ床面積、分子を主要な拠点地域※１の延べ床面積として、都市

機能の拡散・集積の動向を評価する。 

※１一定の基盤整備がなされている、もしくは拠点形成に向け市街地整備等が行われている主要な中心市街地及 

び交通結節点周辺等を地方公共団体より４次メッシュ（５００ｍメッシュ）単位でヒアリングしたもの 

（目標設定の考え方・根拠） 

人口減少時代を迎え、全体的な床需要は減少する中、主要な拠点地域においては、施策を講じることにより都市機

能の維持・集積を図り、中心市街地の衰退・都市機能の拡散に歯止めをかけることを目標とする。 

（外部要因） 

地元調整（権利者との権利調整等）、不動産の需要動向等 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体等）、民間等（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

 なし 

 【閣議決定】 

・都市再生特別措置法（平成 26 年 6月 13 日法律第 69 号） 

・経済財政運営と改革の基本方針（平成 26 年 6 月 24 日）コンパクトシティ、スマートシティ等の形成に向けて、民

間の資金やノウハウを活かし、都市機能の集約を含めた都市再生や地域公共交通網の再構築、中心市街地の活性化

を推進するとともに、子育てしやすく高齢者の暮らしやすい住宅・まちづくり・・・（中略）・・・を推進する。 

 （第２章３．（３））等 

・日本再興戦略（平成 26 年 6月 24 日）都市の競争力の向上に関連して、都市再生特別措置法等及び地域公共交通活

性化再生法の改正が本年５月に成立し、これらの法律に基づく立地適正化計画及び地域公共交通網形成計画を作成

する地方公共団体を総合的に支援する体制を構築するとともに、・・・（中略）・・・コンパクトシティ・プラス・

ネットワークの形成を推進しているところ。（第二、一.５．５－１．（２））等 

 【閣決（重点）】 

 社会資本整備重点計画（平成 24 年 8月 31 日）「第 3章に記載あり」 

 【その他】 

 なし 

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

前年度比＋0％ 

（約 4％） 

前年度比＋0％ 

（約 4％） 

前年度比＋0％ 

（約 4％） 

前年度比＋0％ 

（約 4％） 

前年度比＋0％ 

（約 4％） 

 

 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：前年度比＋0％以上（毎年度） 

実績値：前年度比＋0％（約 4％）（平成２５年度） 

    前年度比＋0％（約 4％）（平成２６年度） 

初期値：－ 



 

 

 

事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

〇コンパクトシティの形成支援 

 社会資本整備総合交付金等の財政支援等により、都市機能の集約を図っている。 

 予算額（平成２５年度）：社会資本整備総合交付金０．９兆円の内数及び防災・安全交付金１．０兆円の内数等

    （平成２６年度）：社会資本整備総合交付金０．９兆円の内数及び防災・安全交付金１．１兆円の内数等

〇税制上の特例措置 

①特定の事業用資産の買換え等の特例措置(所得税・法人税) 

・都市機能誘導区域外に存する事業用資産を譲渡して都市機能誘導区域内に存する事業用資産を取得した場合の

事業用資産の買換特例(繰延割合 80％) 

 ②特定民間再開発事業の促進に係る資産の買換えの場合の課税の特例（所得税） 

 ・特定民間再開発事業(認定集約都市開発事業計画)により資産を譲渡して中高層の耐火建築物等を取得した場合

の居住用資産の買換特例（繰延割合 100％） 

 ③優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例（所得税・法人税・個人住民

税） 

 ・認定集約都市開発事業地区内で行われる一定の要件を満たす特定の民間再開発事業のために事業地区内の土地

等を譲渡した場合の軽減税率 

 ④認定誘導施設等整備事業の公共施設等の課税標準の特例措置（固定資産税・都市計画税） 

 ・立地適正化計画に記載された都市機能誘導区域における認定誘導事業計画で整備する公共施設等の部分に係る

課税の特例措置（固定資産税・都市計画税の課税標準 1/5 控除（5年間）） 

関連する事務事業等の概要 

なし 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２５年度及び平成２６年度の実績値は目標である前年度比＋０％を達成しており、目標達成に向け順調に推

移していると見込まれる。 

（事務事業等の実施状況） 

社会資本整備総合交付金等の支援制度の活用により都市機能の集約を図ることで、コンパクトシティの形成を

推進している。また、まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 26 年 12 月 27 日閣議決定）に基づき、コンパク

トシティ形成支援チームを設置し、コンパクトシティ形成に向けた市町村の取組が一層円滑に進められるよう、

関係施策が連携した支援策について検討するなど、関係省庁を挙げて市町村の取組に対する支援を進めている

ところ。 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

業務指標の実績値は目標達成に向け着実に推移していると見込まれ、現在の施策を着実に推進することが適切で

あることから、Ａと評価した。今後も、現在の施策を着実に推進していく。 

 

平成２７年度以降における新規の取組みと見直し事項 

（平成２７年度） 

  なし 

（平成２８年度以降） 

 なし 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局市街地整備課（課長 英 直彦） 

関係課：都市局まちづくり推進課（課長 横山 征成） 

都市局都市計画課（課長 宇野 善昌） 

都市局街路交通施設課（課長 神田 昌幸） 

住宅局市街地建築課（課長 香山 幹） 

 



 
関連指標１４ 

 全労働者数に占める週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

（指標の定義） 

テレワーカーとは、ＩＣＴを活用して、場所にとらわれない柔軟な働き方をする人である。「週１日以上終日在宅

で就業する雇用型在宅型テレワーカー」とは、テレワーカーのうち、会社・官公庁・団体や自営業主に雇われている

人、会社の社長・取締役・監査役、団体の理事・幹事などの役員の人及び派遣社員、契約社員、嘱託、パート、アル

バイトとして働いている人で、週１日以上終日在宅でテレワークを行っている人とする。 

 

（目標設定の考え方・根拠） 

政府では、ワーク・ライフ・バランス、男女共同参画型社会、高齢者・障害者の社会参画、都市問題の解決等を着

実に進めること等を目的としてテレワークを推進しており、当省も含めたテレワーク関係省庁が連携してテレワーク

の普及・推進に取り組んでいる。当政策目標の関連指標として、最新のテレワークに関する政府目標である「世界最

先端 IT 国家創造宣言」（平成２５年６月１４日閣議決定）におけるＫＰＩ（Ｋｅｙ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ  

Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）の「全労働者数に占める週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数の割合」

を目標として交通混雑や環境負荷等の都市問題の解決や地域活性に資するものと考える。 

 

（外部要因） 

該当なし 

 

（他の関係主体） 

 総務省、厚生労働省、経済産業省 

 

（重要政策） 

 【施政方針】 

 第１８３回国会における内閣総理大臣施政方針演説（平成２５年２月２８日） 

 「将来の資源大国にもつながる海洋開発、安全保障や防災など幅広い活用ができる宇宙利用、テレワークや遠隔医

療など社会に変革をもたらし得るＩＴ活用。日本に「新たな可能性」をもたらすこれらのイノベーションを、省庁

の縦割りを打破し、司令塔機能を強化して強く進めてまいります。 

  

【閣議決定】 

 世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成２５年６月１４日閣議決定） 

 「２０２０年には、（略）週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数を全労働者数の１０％以上」

  

【閣決（重点）】 

 なし 

  

【その他】 

 世界最先端ＩＴ国家創造宣言工程表（平成２５年６月１４日 ＩＴ総合戦略本部決定） 

 「２０２０年には、（略）週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数を全労働者数の１０％以上」

  

 

 

過去の実績値 （年度）

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 

－ － － ４．５％ ３．９％ 

 

実績値等 

目標値：１０．０％ （平成３２年度） 

実績値： ４．５％ （平成２５年度） 

     ３．９％ （平成２６年度） 

初期値： － 
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（単位 ％） 週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数の割合

 
 

事務事業等の概要 

主な事務事業等の概要 

・テレワークの推進 

テレワーク人口実態調査やテレワークセンターに関する調査、普及啓発活動等を実施し、テレワークの普及促進

を図る。 

 予算額：０．２億円（平成２５年度）、０．１億円（平成２６年度） 

関連する事務事業等の概要 

該当なし 

 

達成状況等 

目標の達成状況等 

（目標の達成状況） 

平成２６年度実績値は３．９％であり、引き続き関係省庁と連携し、テレワークの普及促進を図ることにより、

実績値の増加が見込まれ、目標年度に目標値の達成が見込まれる。 

（事務事業等の実施状況） 

テレワーカー率・テレワーカー人口やテレワーク普及・推進に係る課題等を定量的に把握するためのテレワーク

人口実態調査及びテレワークセンター整備に係る検討などのテレワーク推進方策の検討並びにテレワークを普

及・推進するための普及啓発活動を継続的に実施し、テレワークの普及促進に努めてきた。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：都市局都市政策課（課長 井崎 信也） 

 


